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森崎：社長の森崎でございます。 

それでは、これより 2021年 9月期決算および 2022年 9月期業績予想について、ご説明を申し上

げます。 

 

まず、全体像を俯瞰いたします。 

21年 9月期は中期経営計画 2023（以下、中計 2023）の初年度となりましたが、官公庁や金融・

カード分野の基盤事業が伸長したことにより、表面的には増収減益となったものの、実力ベースで

は増収増益と順調なスタートを切ることができました。 

連結売上高は、1,030億円、前期比 110億円プラスと第 3四半期に上方修正した計画どおりの着地

です。シンクタンク・コンサルティングサービス（TTC）は官公庁がけん引し、前期比 57億円プ

ラス。ITサービス（ITS）は金融・カードが伸長し前期比 52億円プラスと、いずれも大幅増収と

なっております。 
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経常利益は、75億 6,000万円です。前期比ではマイナス 8億 1,000万円となっておりますが、前

期の一時的要因、持分法投資利益、いわゆる負ののれん代 13億円を除いた実力ベースでは 5億円

の増益です。一方、修正計画比では 2億円未達となりました。これはコロナの影響を受けた一過性

の経費が発生したことによるものです。この点につきましては後ほどご説明します。 

純利益は 50億円、前期比ではマイナス 20億 8,000万円ですが、前期の一時的な要因、株式売却

に伴う特別利益 27億円を除いた実力ベースでは 5億円の増益です。 

 

4ページは、ただ今の内容を連結損益計算書にしたものです。 
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5ページは、ただ今ご説明いたしました売上高を、顧客業種別に示したものでございます。 

官公庁ならびに金融・カードが全体をけん引していることが、おわかりいただけると思います。 
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6ページは、経常利益の変動要因を前期との比較でお示ししたものです。 

20年 9月期、発射台となる経常利益は 83億円でした。この経常利益には、前期計上した（a）の

一時的な要因、負ののれん代が含まれていますので、実力ベースの発射台は 70億円となります。 

変動要因は、TTCにおける官公庁向け案件、ITSにおける金融・カード案件による増収効果、

（b）の部分がプラス 24億円。 

中計 2023に基づくコーポレート機能強化、DX機能強化による経費増、（c）の部分がマイナス

16億円。 

さらに、第 4四半期に発生いたしました一過性の経費、（d）の部分がマイナス 3億円となりま

す。 

この一過性の経費 3億円は、長引くコロナの影響を受け、大型調査案件において進捗に大幅な遅延

が発生したため、案件完遂に向け体制強化を図るなど、今後発生しうる経費を受注損失引当金とし

て計上したことによるものです。 
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以上の結果、経常利益は表面上（a）+（b）+（c）+（d）は前期比マイナス 8億円ですが、（a）

の負ののれん代解消分を差し引いた本業部分、すなわち実力ベースでは（b）+（c）+（d）で前期

比プラス 5億円となっております。 

 

続いて、セグメント別の業績をご説明します。 

まず、シンクタンク・コンサルティングサービス（TTC）です。これは概ね三菱総研本体の業績に

相当します。 

売上高は 403億円、前期比 57億円プラス。経常利益は 41億円、前期比 10億円マイナスとなりま

した。 

官公庁ならびに金融機関向け案件などを中心に社会課題起点、DX関連の受注売上が増加。前期の

一時的要因を除く実力ベースでは前期比 2億 4,000万円のプラスとなりました。 

受注高・受注残高は、いずれも前期比プラス 100億円超と大幅に増え、過去最高の水準となって

おります。 
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ITサービス（ITS）です。こちらは、概ね三菱総研 DCSグループの業績となります。 

売上高は 626億円、前期比 52億円プラス。経常利益は 33億円、前期比 2億 6,000万円プラスと

なりました。 

金融・カード分野が伸長したことにより増収増益。営業利益は過去最高の水準です。 

中計 2023の施策にのっとり DX、一般民間の拡大に向けた先行投資を行いつつ、利益率は維持。

受注面では金融・カード案件を中心に順調に積み上がっています。受注高は 675億円、前期比 80

億円プラス。受注残高は 473億円、前期比 48億円プラスと、いずれも大幅増となっております。 
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9ページは、売上を顧客業種区分ならびにセグメント別に示したものです。 
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10ページでは、9月末時点での受注残高を示しています。 

受注残高は 889億円、前期比プラス 154億円。プラス 21%と大幅な増加になっております。 

中計 2023施策は順調に進捗。金融・カード分野のシステム案件やポストコロナを見据えた AIシ

ミュレーション業務など、大型案件が積みあがったことによるものです。 

なお、2022年 9月期から会計基準が変更となり、プロジェクトの進行に応じた売上計上が求めら

れます。当社で新旧基準の差異を計算いたしましたところ、新たな会計基準においても受注残高は

前期比約 20%のプラスとなっており、お示ししております旧会計基準と著変がないことを確認し

ています。今期は高い発射台からのスタートを切ることができたといえると思います。 



9 
 

 

続きまして、2022年 9月期業績予想です。 

今期は、中計 2023の目標、経常利益 100億円の達成を目指し、先行投資を行いつつ、回収期に入

る案件はしっかり刈り取る好循環を実現することにより、増収増益基調を堅持してまいります。 

TTCでは、既存ポートフォリオの質的改革を行うとともに、新常態経営における新たな働き方を

目指し、オフィス改革、オフィス統合等を実施します。このオフィス改革、オフィス統合につい

て、皆様から事前に多くの質問をいただきました。少し説明いたします。 

今回のオフィス改革は、テレワークの普及を踏まえ、近隣の子会社を当社が入居する東急ビルに統

合するとともに、コロナ禍で指摘されましたコミュニケーション不足解消を目指し、働きやすく、

働きがいのあるオフィスに改装するものでございます。 

従来から申し上げておりました、賢く働く、わくわく働くコンセプトの実現を目指しています。財

務的には今期は一時的に約 4億円の経費増となりますが、23年 9月期以降はこの経費の解消とと

もに子会社での家賃の軽減を見込みます。 
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一方、ITSでは、けん引役となっている大型 SI案件に加え、MRI、DCSさらには JBS、アイネス

を加えたMDJI連携による一般民間 DX、サービス事業の伸長により 3期連続の増収増益を目指し

ます。 

以上を踏まえまして、22年 9月期の業績予想は、売上高は 1,130億円、前期比プラス 99.6億円

（+9.7%）。経常利益は 82億円、前期比プラス 6.3億円（+8.3%）。当期純利益は 55億円、前期

比プラス 4.9億円（+9.8%）としております。 

 

13ページは、業績予想のうち、経常利益について 21年、22年度、そしてさらにその先を展望し

たかたちで示したものです。 

21年度経常利益、発射台は 75億円でした。 

変動要因は、第 4四半期に発生した一過性の経費 3億円、ITSを中心とした事業成長 8億円、TTC

で行うオフィス改革に伴う経費 4億円です。 

以上のプラスマイナスを足し合わせた結果、22年度経常利益予想を 82億円としております。 
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22年度に見込むオフィス改革経費は、翌年度以降に費用削減効果を発揮しますので、23年度以降

はそれだけ発射台が高くなることが期待されます。 

 

14ページでは、22年度計画を達成するための方針を記載しております。ここでは、21年度の総括

とともに、22年度の方針を基盤事業、成長事業に分けて整理をしました。 

まず、基盤事業です。 

21年度は基盤事業のけん引により大きく伸長しましたが、これは旧来型事業に回帰したというこ

とではありません。けん引役となった大型案件の中身を見ますと、DX や先端 ICT、新型コロナに

関わる AIシミュレーションや次世代通信の 5Gに関係するもの、あるいは新たな金融系機関シス

テム開発に関わるものなど、中計 2023の方針、社会課題解決、企業の皆様の課題解決に沿った案

件が増加しています。 

22年度は TTCにおけるリサーチ・コンサル事業のポートフォリオ入れ替えを推進し、DX、実事

業に結び付く案件の比重を高めてまいります。また、ポストコロナに向けたオフィス改革等を前広

に進めることで、23年度以降の経費節減にもつなげます。 
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一方、ITSでは引き続き大型 SI案件によりけん引を行いつつ、販管費管理の高度化等により利益

率の向上を図ってまいります。 

次に、成長事業です。 

成長事業では、21年度はグループ連携の強化が奏功し、グループ各社間のサービス・商材の相互

補完やクロスセルが進展してまいりました。 

22年度は成長ドライバーである DX、特に行政・民間向けの DX、ストック型の各事業を本格的な

成長軌道に乗せていきます。特に ITSでは、例えばビッグデータを活用した製造業・金融機関向け

の DX、給与計算システム（PROSRV）、中高大学向けの受験サポートシステム（miraicompass）

など、サービス型の事業の伸長を目指します。 

こうした展開を下支えするために、会計システムをはじめとする社内 DX基盤整備を行うほか、

DX人財強化のための 120名の増員を計画しています。 

 

15ページは、ただ今ご説明申し上げました業績予想を表形式にしたものです。 
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続いて配当の予想です。 

当社では従前より継続的な安定配当を基本に、業績や財務健全性のバランス等も総合的に勘案しつ

つ、配当水準の引き上げに努める方針としております。 

この方針に基づき、先に公表のとおり、期末配当は公表値に 5円上乗せし 1株当たり 60円といた

します。中間配当が 55円、期末配当予想 60円、年間配当予想 115円といたします。 

20年 9月期の記念配 30円を除き、普通配当で 9年連続増配となります。配当性向は 37.3%です。 

また、22年 9月期の配当予想は 120円で、引き続き増配の予想としております。 
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17ページは、中計 2023の目標である経常利益 100億円、ROE10%に向けたロードマップをお示

ししたものであります。 

中計目標の 100億円には、22年度から 18億円の増益が必要になりますが、ご説明申し上げまし

た施策を着実に展開することにより、達成可能と考えております。 
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18ページは、先ほど触れました会計基準の変更に伴って生じる四半期ごとの影響をお示ししたも

のでございます。 

ポイントは、通期業績の影響は軽微であること。また、四半期ごとの季節変動が軽減されること。

この 2点であります。 

図に示したとおり、四半期ごとに新旧基準の差が生じることになりますので、テクニカルな面も含

めまして、今後とも丁寧に説明をしてまいります。 
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最後に、トピックスをいくつかご紹介します。 

中計 2023では、図に示したとおり、価値創造の好循環を実現することにより、財務価値に加え、

非財務、社会価値の三つの価値を最大化し、レジリエントで持続可能な社会を目指しています。 

21年度から、非財務価値、社会価値についても目標を開示しており、今後とも TCFD 等の環境変

化を踏まえた目標の拡充、改定、また KPIの明確化を継続して行い、三つの価値の総和である企

業価値を高めてまいります。 
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中計 2023、基本方針の 1番目が VCP経営、価値創造プロセスでした。社会課題を起点とし、研

究、提言から社会実装までのバリューチェーンをつなぐことにより、社会課題解決、社会変革を目

指すものです。 

21、22ページでは、環境・エネルギーやヘルスケア分野における具体例を紹介しています。 

 

23ページは、中計 2023基本方針の 2番目である連結経営の進捗、MRI・DCS連携を紹介したも

のです。 
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最後の 24、25ページは、第 4四半期以降にリリースした DX または ESG関連のニュースをまと

めたものです。後ほどご覧いただければ幸いです。 

以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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質疑応答 

 

質問者 A：受注について、21年 9月期は、新型コロナや 5G 関連、金融・カード案件など、比較

的大型の受注があった。22年 9月期も高水準の受注を期待されているようだが、TTC、ITSそれ

ぞれどんな分野を期待されているか。 

回答：案件在庫についての質問と理解。 

基本的には基盤事業でベースを固め、成長事業領域で新規案件を増やす戦略。TTC はやはり社会

課題関係。官公庁関連でも多くの社会課題があり、政権交代に伴い、さらにそのムードが高まって

いると考える。課題解決に向け DXを絡めることなど、当社グループからも積極的に提案してお

り、具体的な案件となって、広がっていくことを期待。 

ITSでは、今期～来期に向けカード統合案件の比重が高まっている。加えて、MRI・DCSが連携

し、いわゆる一般民間の DX に注力中。前期にはフランスのベンチャー（ForePaaS）と連携し、

BDA（Big Data Analysis）を進捗させるサービス等も加えた。 

民間では特に DXを中心にお客様のニーズが高まっており、経費削減だけでなく、新事業創造の提

言を積極的に行い、お客様とともに事業展開していくことも期待。 

また、いわゆる幅広いお客様に対するサービスとしては、DCSで給与計算サービス（PROSRV）

やオンラインによる受験サポートシステム（miraicompass）を提供中。 

例えば、給与計算では 50万人強のお客様に、受験サポートでは中・高校・大学等 1,000校社近い

お客様にご利用いただいている。こうしたマスリテールでもサービス内容を向上し、かつ提供先の

数も増やしていきたい。 

質問者 A： 21年 9月期に先行投資分として 14～15億円の経費を計上していたと思う。22年 9月

期は、（1）前期の先行投資の効果をどう織り込んでいるか。（2）22年 9月期の DX 等での先行

投資はいくら織り込んでいるか。 

回答：前期先行投資、14～15億円は、DCSでの課題案件発生後、社内体制を再構築してガバナン

ス面・人事面の強化に努めてきた。それが売上や収益につながっている部分は、まだ少ない。 

先行投資をしつつ、利益率を維持し、来期、再来期に向けて大きく成長することを期待。 
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今期の DX等に向けた先行投資だが、例えば研究開発費を DCS、MRIともに各社 10億円ずつ投じ

る。かつてない水準で、DCSではほぼ倍増。 

従来の商品力、開発力の弱さを補い、前期いくつか新商品が出始めているが、今期さらに大きく成

長することを期待。 

質問者 B：23年 9月期の目標、経常利益 100億円に向けて、前年比プラス 18億円は十分に達成

可能とのことだが、売上高の見通しと経費の見通しに分け、もう少し詳しく説明を。 

回答：目標の 100億円に向けた当初のロードマップは、中計 2023の初年度 75億円、2年目 85億

円、3年目 95億円、これにノンオーガニック 5億円を加え 100億円のイメージ。対して、今期の

経常利益予想が 82億円と、少し低い印象だったかもしれない。 

今期オフィスの統合を予定し、一時的に 4億円の経費が発生するが、これは来期以降発生せず、加

えて、子会社の家賃削減分がプラス効果。来期の発射台は 86億円がベースになり、95億円プラス

αが視野に入ってくる。その観点から、先ほど 100億円は十分達成可能とご説明した。 

一方、売上高には、直近で大型案件がかなり含まれる。大型案件の利益率が必ずしもいいとは限ら

ないため、従前より説明のとおり売上高よりも経常利益や利益率にフォーカスを当て、中計 2023

の目標達成に向けてまい進する。 

質問者 A：VCP経営やMRI・DCS連携の進展の事例を挙げているが、収益への影響度が見えにく

い。可能なら、それぞれの受注規模など定量的な補足をお願いしたい。 

回答：VCP経営は、従来 5分野だったものを、昨年 8分野に拡大した。それぞれの分野で調査・

研究から実装、実現まで一気通貫することによって、社会課題を解決し、同時に当社グループの財

務価値も高めていく戦略。現在、各分野に VCPマネージャーを配置し、既存の官公庁対応部門や

民間対応部門との間で、クロスマトリックス運営を行う予定。分野別の目標は、現状手元にない

が、既存の事業分野と VCP分野とのマトリックスで広げていく。 

特にエネルギー分野（P21）では、実事業の展開が進んでいる。例えば、卸電力取引予測サービス

（MPX）は、当初 1桁レベルの億の売上だったものが、徐々に 2桁に成長しつつある。 

現状、あまり定量的にご説明できるものがないが、ぜひ来期には多くの事例を紹介したい。 

質問者 C：オフィス統合だが、子会社何社を本社に統合する計画か。また費用削減効果はどのくら
いで、統合の完了予定はいつか。 
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回答：現在、MRA、MBSという当社の子会社 2社が近隣のオフィスに点在。これを本社のビルに

統合。コロナ禍でテレワークが定着し、一番低いときで約 10%、緊急事態宣言時で約 30%、足元

では約 50%の出社率。これらを踏まえて、統合を決定。 

財務的には、今年度約 4億円が一時的な費用として発生するも、来期は発生せず、近隣 2社の家賃

2億円弱の削減とあわせ、23年度以降プラス効果が見込める。 

11月から工事を開始し、来春完成予定。 

［了］ 


